
◎ 令和２年度税制改正において地方税法が改正され，電気供給業のうち，発電

事業及び小売電気事業に係る法人事業税の課税方式の見直しが行われました。

資本金の額又は出資金の額（以下「資本金」という。）１億円超の普通法人に

あっては収入割額，付加価値割額及び資本割額の合算額によって，資本金１億

円以下の普通法人等にあっては収入割額及び所得割額の合算額によって，それ

ぞれ課されることとなりました。

＜税 率＞（発電事業及び小売電気事業が対象）
【法人事業税】

改正前 改正後
平成26年10月1日 令和元年10月1日

区 分 以後，令和元年 以後，令和2年 令和2年4月1日
9月30日以前に 3月31日以前に 以後に開始する
開始する事業年度 開始する事業年度 事業年度

収入割 ０．９％ １．０％ ０．７５％
資本金の額(又は
出資金の額)が

付加価値割 － － ０．３７％
１億円超の普通
法人(※１)

資本割 － － ０．１５％

収入割 ０．９％ １．０％ ０．７５％
上記以外の法人

所得割 － － １．８５％

【地方法人特別税】

収入割額(※２) ４３．２％ － －

【特別法人事業税】(※３)

収入割額(※２) － ３０．０％ ４０．０％

※１ 特定目的会社，投資法人，一般社団・一般財団法人は除く。

※２ 地方法人特別税・特別法人事業税については，標準税率により計算された法人事業税の収入割額を課税

標準とします。

※３ 今回の見直しに伴い，特別法人事業税の規模を確保する観点から当該税率が見直されています。

（基準法人収入割額の３０％→４０％）

-徳島県-

令和２年度税制改正における収入金課税（電気供給業）
に係る法人事業税の課税方式の見直しについて


